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決 定 要 旨 

被 審 人（住 所） 東京都港区芝二丁目７番１７号 

    （名 称） 株式会社ストリーム 

          （法人番号 5010001065326） 

上記被審人に対する平成３０年度（判）第２０号金融商品取引法違反審判事件につ

いて、金融商品取引法（以下「法」という。）第１８５条の６の規定により審判長審

判官山下真、審判官城處琢也、同中馬慎子から提出された決定案に基づき、法第１８

５条の７第１項の規定により、下記のとおり決定する。 

記 

１ 主文 

被審人に対し、次のとおり課徴金を国庫に納付することを命ずる。 

⑴ 納付すべき課徴金の額 金１３９１万円 

⑵ 課徴金の納付期限   平成３１年３月２９日 

２ 事実及び理由 

課徴金に係る法第１７８条第１項各号に掲げる事実、法令の適用及び課徴金の計

算の基礎は、別紙のとおりである。 

被審人は、第１回の審判の期日前に、課徴金に係る法第１７８条第１項第２号に

掲げる事実及び納付すべき課徴金の額を認める旨の答弁書を提出しており、上記事

実が認められる。 

平成３１年１月２８日 

金融庁長 官 遠藤 俊英  
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（別紙） 

１ 課徴金に係る法第１７８条第１項各号に掲げる事実 

法第１７８条第１項第２号に該当 

被審人は、東京都港区芝二丁目７番１７号に本店を置き、その発行する株式が東

京証券取引所市場第二部に上場されている会社である。 

被審人は、平成２６年１月１４日、関東財務局長に対し、有価証券届出書（新株

予約権証券の募集）を提出した後、届出の効力が生ずることとなる平成２６年１月

３０日前において、下表のとおり当該有価証券届出書に「記載すべき重要な事項の

変更」があり訂正届出書を提出しなければならなかったにもかかわらず、当該訂正

届出書を提出しないで、募集により、平成２６年１月３０日に、７１５個の新株予

約権証券 309,309 千円（新株予約権の行使に際して払い込むべき金額を含む。）の

第三者割当を行ったものである。 

番

号
記載すべき重要な事項の変更内容 

１

・第一部【証券情報】第３【第三者割当の場合の特記事項】１【割当予定先の状況】にお

いて、新株予約権証券の割当予定先について、Licheng (H.K.) Technology Holdings 

Limited と記載されていたが、Ａに変更されたこと。 

２

・第一部【証券情報】第３【第三者割当の場合の特記事項】１【割当予定先の状況】e「株

券等の保有方針」において、「割当予定先の保有方針につきましては、少なくとも２年以

上の中長期にわたる期間、当社株式を保有する旨の説明を平成 25年 12月 20 日に口頭に

て伺っております。」と記載されていたが、割当予定先が Licheng (H.K.) Technology 

Holdings Limited からＡに変更され、その保有方針も新株予約権を行使したことにより

取得する株式を短期で売り抜ける意図に変更されたこと。 

３

・第一部【証券情報】第３【第三者割当の場合の特記事項】５【第三者割当後の大株主の

状況】において、「劉 海涛」の「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合（％）」

が「29.58％」と記載されていたが、42.79％に変更されたこと。 



- 3 - 

２ 法令の適用 

上記１に掲げる事実につき 

法第１７２条の２第６項、第７条第１項、第１７６条第２項 

３ 課徴金の計算の基礎 

上記１に掲げる事実につき 

法第１７２条の２第６項第１号の規定により、被審人が、平成２６年１月１４

日に有価証券届出書（新株予約権証券の募集）を提出した後、届出の効力が生ず

ることとなる日前において、当該有価証券届出書に「記載すべき重要な事項の変

更」があり訂正届出書を提出しなければならなかったにもかかわらず、当該訂正

届出書を提出しないで募集により新株予約権証券を取得させたことについて、課

徴金の額は、 

上記平成２６年１月１４日に提出された有価証券届出書に基づく募集により取

得させた新株予約権証券の発行価額の総額（当該新株予約権の行使に際して払

い込むべき金額を含む）309,309,000 円の１００分の４．５に相当する額

（13,918,905 円） 

に、法第１７６条第２項の規定により１万円未満の端数を切り捨てて、 

13,910,000 円 

となる。 


